
活力ある「えさし」の再生に向けて！

枝幸町集中改革プラン
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　平成１８年３月 20 日に枝幸町と歌登町が合併、将来像を

「こころが結ぶ『森と海』やさしさと活気あふれる北の理想郷」

として新「枝幸町」が誕生し、新たな改革への一歩を踏み出

しました。

　旧両町においても、これまで様々な取り組みを行い実施し、

健全な行財政運営に努めてきましたが、単独での取組には限

界があり、今、地方自治体が置かれている厳しい現状から、

安定した町政を目指すため合併が最大の行財政改革として実現されたものです。

　しかし、今後においても三位一体の改革による地方交付税の見直しや合併による

職員数の増加など、新町で取組むべき大きな行政課題も数多く生まれ、合併を終え

たばかりの「枝幸町」においても新たな視点に立った行財政改革が緊急の課題となっ

ています。

　このような状況の中、平成１７年３月に総務省から「地方公共団体における行財

政改革の推進のための新たな指針」が示され、行財政改革の具体的な取組内容を「集

中改革プラン」として早期に策定し、公表することとされました。

　また、本年 8月には「地方公共団体における行財政改革の更なる推進のための指針」

が示され、総人件費改革・公共サービス改革・地方公会計改革を柱とした一層積極

的な行政改革の推進による、地方公共団体の基盤強化が強く求められてきています。

　本年度は、合併初年度ということでプランも短期間での策定という制約がありま

したが、事務事業全般にわたって見直しを行い、町民で構成いただいた行財政改革

推進委員会並びに町議会のご意見等をいただき、「枝幸町集中改革プラン」を策定い

たしましたので、実行に移し、行財政運営に活かしてまいります。

　当面はこの計画に沿った行財政改革を推進して

いくとともに、多様化する町民ニーズへの的確

な対応と地方分権時代に即した町政を確立するた

め、町民の皆様と力を合わせ、安心して住めるま

ちづくりに取り組んでまいりますので、一層のご

理解とご協力をお願いいたします。

は じ め に

－１－

～新生「枝幸町」新たな行財政改革に向けて～

■枝幸町集中改革プラン■

合 併 ！
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行財政改革の推進体制とイメージ
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　行財政改革の推進にあたっては、庁内組織として、

町長を本部長とする「行財政改革推進本部」と具体的

改革事項を検討するための「計画策定専門チーム」に

より、合併後の事務事業について、その洗い出しと再

検証を行い、集中改革プランの素案作成にあたってき

ました。

　これらの素案をもとに、行財政改革推進委員会並びに町議会からのご意見を賜

りながら、「枝幸町集中改革プラン」を策定いたしました。今後も、推進体制の連

携を図り、町民の皆様、町議会とともに現状にあったプランの見直し、検証を引

き続き行っていきます。

集中改革プラン

　町　民 町 議 会

　役　場

財政の健全化

町民サービスの充実 町民協働の推進⇒

⇒⇒

事務・事業の見直し事務・事業の見直し

給与の適正化

定員管理の適正化

民間委託等の再点検

第三セクターの見直し

経費節減等の取組

■枝幸町集中改革プラン■
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集中改革プランの策定にあたって

～集中改革プラン策定の背景～

　社会情勢が大きな変化を続ける中、分権型社会における住民ニー

ズに迅速、的確に対応できる基礎自治体の構築を目指し合併の道を

選択した本町ですが、依然として行財政運営を取り巻く環境は厳し

い状況にあります。

　また、平成１７年３月には「地方公共団体における行政改革の推

進のための新たな指針」いわゆる「新地方行革指針」が定められ全国の自治体に通

知されたところであります。

　この指針では、全ての自治体が「行政改革大綱」及び具体的な取り組みを定めた

「集中改革プランを」を策定し、町民に対しわかりやすく公表するという責任が求め

られています。

　本町におきましても、「集中改革プラン」を策定するとともに、合併後の行財政改

革を推進することにより、安定した行政運営を図っていきます。

～計画の期間～

　「新地方行革指針」では、平成１７年度を起点とし、平成２１年度までのプラン策

定を求められていますが、本町においては、合併の関係から「平成１８年度を起点

とし、平成２１年度まで」の期間とされました。

～集中改革プランの体系～

　「集中改革プラン」は、指針において公表することとされた下記項目を主軸とし、

町民にわかりやすく明示した計画とします。

■枝幸町集中改革プラン■

①　事務・事業の再編・整理、統合・廃止

②　民間委託等の再点検（指定管理者制度の活用を含む）

③　定員管理の適正化

④　手当ての総点検をはじめとする給与の適正化

⑤　第三セクターの見直し

⑥　経費節減等の財政効果



　　合併初年度である平成１８年度当初予算は、一般会

計で１１９億８千万円と、旧両町の平成１７年度の予算

を合算した額を若干上回る額で編成されております。

　しかし、合併により財政運営が容易になるものではな

く、地方交付税の減額や町税収入の減により財政状況は

年々厳しくなってきており、今年度予算も基金を取り崩

し収支バランスをとっている状況にあります。

　歳入では、町の歳入の５０％以上を占める地方交付税については、景気低迷や国

税の減収・財政赤字解消等から年々減少しており、平成１１年度のピーク時（７５億

円）と平成１７年度（６１億４千万円（臨時財政対策債を含む。））と比較すると、

１３億６千万円も減少しています。

　また、景気低迷や納税人口の減少により町税収入も減少しており、今後は、急激

な景気回復等が無い限り、歳入増は見込めない状況にあります。

　一方歳出は、高齢化が進むことに伴って、福祉施策としての扶助費は年々増加し

ており、病院をはじめとする国保・老人・介護等の特別会計への繰出金も財政構造

を硬直化させる要因となっています。

　北海道においても、多額の財源不足から財政赤字が発生し、財政再建団体に陥る

のを回避し持続可能な財政運営を図るため、本年２月に「新たな行財政改革の取組」

を策定し、徹底した歳入確保と歳出改革を進め財政の健全化を目指すこととしてお

り、事務事業の見直しや道内市町村への補助金等の見直しが行われております。

■枝幸町集中改革プラン■

枝幸町の行財政の現状

～財政状況～

　このような厳しい状況下で、財政

収支の均衡を図っていくためには、

今後も地方の財源保障を国に対し積

極的に働きかけるとともに、歳入規

模に合った財政運営を図り、会社経

営と同様の経営感覚を持って、人件

費の抑制をはじめとする行政運営コ

ストの削減、事務事業の見直し等、

時代に対応できる行財政運営に努め

ていかなければなりません。

予算規模の推移 （一般会計歳出）

（単位：百万円）

－４－
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■枝幸町集中改革プラン■

区　　　　　　　　　分 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度
歳 入 総 額 11,390 10,362 10,415

町 　 　 税 940 900 904

地 方 交 付 税 5,995 5,684 5,752

地 　 方 　 債 1,681 1,286 1,483

そ の 他 歳 入 2,774 2,492 2,276

歳 出 総 額 11,781 11,013 11,344

義 務 的 経 費 4,571 4,550 4,348

う ち
人 件 費 1,909 1,909 1,856

扶 助 費 247 273 271

公 債 費 2,415 2,368 2,221

投 資 的 経 費 2,594 1,981 2,433

積 立 金 412 254 105

そ の 他 経 費 4,204 4,228 4,458

基 金 取 崩 額 391 651 929

基 金 残 高 5,411 5,014 4,190

地 方 債 残 高 18,853 18,168 17,442

（一般会計）

※一般会計 H15 ～ H17 は地方財政状況調べより（旧両町合算）

区　　　　　　分 歳　入 歳　出 一般会計繰入金

特

別

会

計

国 民 健 康 保 険 事 業 特 別 会 計 1,271 1,271 188

老 人 保 健 特 別 会 計 1,355 1,277 92

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 604 604 101

臨 港 用 地 造 成 事 業 特 別 会 計 4 3 0

港 湾 整 備 事 業 特 別 会 計 5 5 0

下 水 道 事 業 特 別 会 計 569 568 422

漁業集落排水施設事業特別会計 153 153 86

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 231 231 113

保養施設・ゴルフ場特別会計 204 204 32

合　　　　計 4,396 4,316 1,034

枝幸町の財政状況

区　　　　　　分　 収　入 支　出 一般会計繰入金

企

業

会

計

水 道 事 業 会 計 202 176 0
（ 収 益 的 収 支 ） 160 134 0
（ 資 本 的 収 支 ） 42 42 0

国民健康保険病院事業会計（枝幸） 1,090 1,165 282

（ 収 益 的 収 支 ） 1,088 1,075 280
（ 資 本 的 収 支 ） 2 90 2

国民健康保険病院事業会計（歌登） 712 669 418
（ 収 益 的 収 支 ） 674 597 380
（ 資 本 的 収 支 ） 38 72 38

合　　　　計 2,004 2,010 700

( 単位：百万円）

特別会計・企業会計　平成 17年度決算及び繰入金の状況
(単位：百万円）



健全化に向けた計画的な財政運営の推進

　本年度の予算については、合併初年度という大

きな要因もあり、前年度を上回る予算額となって

います。 

　しかし、歳出額が歳入額を上回り財源不足とな

ることから積み立てている基金の一部を取り崩し

補填しなければ編成できない状態になっておりま

す。

　平成１９年度以降の歳入予算については、国の

三位一体の改革による国庫補助負担金・地方交付

税・税源移譲と、いずれもが依然として不透明な状況にあり、特に地方交付税につ

いては、合併特例により１０年間の優遇及びその後５年間の激変緩和措置があるも

のの、年々減少していくことは間違いありません。一方歳出は、合併に付随する経

費や退職による人件費等の減額はあるものの、財源不足による基金の取り崩しは避

けられない状況にあります。

　しかし、取り崩す基金も無限にあるわけではなく、当然限界もあります。

　現在ある基金残高は、４６億５６百万円で、本年度と同様の歳出内訳で今後も推

移すると平成２６年度で基金も底をつくことになり、このままでは「財政再建団体」

となる道を歩んでいくことになります。

　新町として歩むべき道は、町民が安心して暮らせることができる道でなくてはな

りません。

　そのためにも、今後は、行財政改革を強く推進し、細かな経費についても無駄を

徹底的に排除するとともに、当面目標とする財政数値を定め、目標に沿った計画的

な行財政運営を強く推進していきます。

■枝幸町集中改革プラン■

基金がゼロに！

－６－

( 単位：百万円）
現状の歳出規模でこのままいくと　　　　　

　　　　　　　　いずれ基金が無くなる…



■枝幸町集中改革プラン■

－７－

基金残高の推移予想

～当面目標とする財政数値（一般会計）～

区　　　　　　分 H17
（決算）

集中改革プラン期間 期 間 内 比 較
（H21 － H18)H18 H19 H20 H21

歳　入

町 税 904 907 1,026 1,020 1,005 98
地 方 譲 与 税 305 323 324 325 326 3
交 付 金 等 234 216 206 199 197 ▲ 19
地 方 交 付 税 5,752 5,780 5,546 5,442 5,286 ▲ 494
国・ 道 支 出 金 1,113 1,165 1,021 1,143 1,014 ▲ 151
地 方 債 1,483 2,360 1,231 1,142 1,093 ▲ 1,267
繰 入 金（ 基 金 ） 929 546 557 474 446 ▲ 100
そ の 他 643 571 527 573 577 6
歳 入 合 計（A） 11,363 11,868 10,438 10,318 9,944 ▲ 1,924

歳　出

義 務 的

経 費

人 件 費 1,856 1,812 1,808 1,805 1,767 ▲ 45
扶 助 費 271 292 293 293 294 2
公 債 費 2,221 2,205 2,140 2,155 2,035 ▲ 170

義 務 的 経 費 計 4,348 4,309 4,241 4,253 4,096 ▲ 213
普 通建設事業費 2,433 2,048 1,802 1,768 1,648 ▲ 400
物 件 費 1,059 1,060 1,031 1,002 974 ▲ 86
維 持 補 修 費 237 224 218 215 211 ▲ 13
補 助 費 等 1,936 1,904 1,847 1,792 1,738 ▲ 166
繰 出 金 1,038 1,146 1,134 1,123 1,112 ▲ 34
積 立 金 105 1,012 0 0 0 ▲ 1,012
出 資・ 貸 付 金 等 188 165 165 165 165 0
歳 出 合 計（B） 11,344 11,868 10,438 10,318 9,944 ▲ 1,924

年 度 末 基 金 残 高 4,190 4,656 4,099 3,625 3,179 ▲ 1,477

( 単位：百万円）

(単位：百万円）
　　　計画では、H25から財政も好転。

でも、保障はないんだから、なるべく基金を

　　　　　使わないでいかなくては…

※数値は、H18.11.29 時点、試算に係る基礎数値は、資料編３２Ｐ参照

プラン期間

地方交付税の推移状況 地方交付税とは

　財源が不足する市町村に、国税の一

定の割合額を交付するお金です。規模

の小さな市町村では、地方で集める税

収などでは行政運営ができませんの

で、標準的な行政水準を維持できるよ

う財源を保障することを目的として国

から交付されます。

(単位：百万円）



合併効果と課題

～合併による効果～

　一般に合併自体が最大の行財政改革と言われておりますが、その協議過程におい

ても、可能な限り事務事業の調整や見直しを図ってきました。

事　業　等　の　内　容 効果（額）等
（H18単年度分）

　町長・助役・教育長の定数減                ▲ 28

　議会議員の定数減                ▲ 10

　各種加盟団体への加入負担金の減                  ▲ 3

　補助金団体の見直し等                  ▲ 4

　事業縮小・廃止による減                ▲ 16 

合　　　　　計                ▲ 61

【合併による主な減額効果】

～合併後の課題～

　合併により一定の効果はありましたが、合併したからといって、必ずしも安心は

できません。

　なぜなら、合併後の枝幸町は、同規模の自治体に比べ、予算規模や職員数などが

非常に大きなものとなっており、同じ機能や目的をもった施設等も複数存在してい

ます。

　このように、ひとつの自治体としては規模が大きすぎる

現状の是正は、合併後取り組むべき緊急の課題であり、合

併協議で先送りとなった課題も相当数残されていることか

ら、このプラン策定後においても、随時見直しを行ってい

かなければなりません。

■枝幸町集中改革プラン■
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( 単位：百万円）



新町として取組むべき主要課題

　地方分権の伸展、国の著しい財政危機や少子高齢化、景気低迷など、様々な要因

による社会情勢の変化の中、効率的な行財政運営を目指し合併した本町であります

が、先にも述べたように、様々な課題を抱えているのが現実です。

　合併にあたっては、両町の住民生活に不便をきたさないことを最重点に協議が進

められてきましたが、このことは、今後の行政運営を行っていくなかでも、最も重

要視しなければならない課題であると認識しております。

　しかし、真の合併効果を生み出していくためには、あらゆる工夫と手法のもと、

最大限の取組みを行っていかなければなりません。どの問題一つをとっても一朝一

夕に解決することは困難でありますが、当面は、次の事項について、特に重点的に

調査・検討を行っていきます。

行政内部管理経費の

徹底的な見直し

住民生活に支障

をきたさぬよう、

各種施策を総合

的に検討します。

医療体制の充実

と効率的な病院

経営の見直し

第三セクター

公社の見直し

全町的な交通体

系の見直し

■枝幸町集中改革プラン■
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集中改革プランの基本方針と数値目標

　自己決定・自己責任の原則に基づき、地方分権の時代にふさわしい行財政運営を目

指し、町民と行政の協働のもと、適切な役割分担に基づいた施策の再構築を図ること

により、豊かで活力ある効率的な行財政システムの確立を図ります。

～基本方針～

■改革のテーマ■

活力ある「えさし」の再生に向けて！

１．財 政 の 健 全 化
２．町民サービスの充実
３．町民協働の推進

を目指します！

～プラン期間内の数値目標～

取　組　項　目
目　標　額

合　計
H19 H20 H21

　物件費の削減 ▲ 29 ▲ 29 ▲ 28 ▲ 86

　維持補修費の削減 ▲ 6 ▲ 3 ▲ 4 ▲ 13

　補助費等の削減 ▲ 57 ▲ 55 ▲ 54 ▲ 166

　繰出金の削減 ▲ 12 ▲ 11 ▲ 11 ▲ 34

◆定員管理目標

職 員 定 数　H18.4.1   313 人 ⇒   H ２２.4.1   ２８２人

正規職員の純減数目標３１人（純減率１０％）

◆経費削減への取組目標 （単位：百万円）

■枝幸町集中改革プラン■
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　合併調整により町民負担及び町民サービスについては、ある程度の適正化が図られた
ものと考えておりますが、今後推測される財政状況及び人口の減少からも、現状のまま
維持していくことは困難な状況にあります。
　今後はこれら調整された事項についても町民の皆様のご理解とご協力をいただいた上
で、検討し見直しを進めなければならないものと考えます。しかし、今集中改革プラン
においては、町民サービスの低下に繋がらないよう徹底した行政運営コストの削減を主
体として、各改革項目毎に目標数値を定め実施していきます。

～運営コストの適正化～

※人件費に係る削減効果は、１７～ 18 Ｐに記載



具体的な取組内容

　事務事業については、合併協議の段階から旧両町間で調整を図り、その再編・整

理に努めてきたところですが、集中改革プラン作成にあたり、合併直後の事務事業

を再度洗い出し、その点検と評価を行いました。

　今後も、継続的に点検を行い、新たな行政需要に的確に対応し、限られた財源と

人的資源の有効活用を図るため、徹底した事務事業の見直しを進めるとともに、効

率の良い行政体制の構築に努めます。

(1) 事務・事業の再編・整理、廃止・統合

【事務・事業点検のイメージ】

施策・事務事業・公共施設等の点検

○必要性
　（町民ニーズはあるか、役割分担は適切か）

○有効性
　（対象が妥当か、成果が上がっているか）

○効率性
　（効率的な執行か、負担割合は適切か）

町の実施・関与が妥当でないと思わ
れる施策・事務事業・公共施設等

直営によらなくても実施可能な
施策・事務事業・公共施設等

町が直接実施するべき施策・
事務事業・公共施設等

廃　

止

縮　

小

民
営
化

民
間
委
託

指
定
管
理
者

協
働
等

直　

営

点検後の施策・事務事業・公共施設等

【PDCA サイクルを活用し継続した見直しを実施】
計画（PLAN）⇒実行（DO）⇒評価（CHECK）⇒改善（ACTION）

■枝幸町集中改革プラン■
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■枝幸町集中改革プラン■

◆主な取組目標【事務・事業の再編・整理、廃止・統合】

① 項　　　　　目 行政内部管理に係る事務事業の見直し

内　容

　最小の経費で最大限の効果を挙げるため、行政内部管理経費等の徹底的な見直

しを行っていくとともに、継続的な点検・評価に基づき、毎年度見直しに取り組
んでいきます。

検　討　項　目　等
実　　施　　時　　期　　等

18年度 19年度 20年度 21年度

※共通、 類似事務等の見直し

・複数の組織にまたがる共通の事務や、類
似成果を目的に実施している事務事業の一
元化について、調査検討のうえ見直しを
行っていきます。

検　討 実　施

※予算編成等に係る見直し

・行財政改革の目的を踏まえた予算編成を
行っていくとともに、その手法の改善など
に取組みます。

検討・実施

※継続的な評価制度等の検討

・事務、事業等については、毎年度その効
果や実績等の検証を行い、改善に取組んで
いけるよう、制度の確立を目指します。

検　討 実　施

※職員関連経費の見直し

・職員旅費（日当・宿泊料等）や福利厚生
に係る事業の見直しを検討していきます。

検　討 実　施

※ペーパーレス化の推進

・パソコンネットワークを活用した文書管
理システムによる決裁・文書保管、職員間
の資料配布に係るメール活用等によるペー
パーレス化を検討・実施し、経費削減を図
ります。

検討・実施

※窓口サービスの充実

・全職員が来庁者に対し総合案内役となる
べき意識を持ち、積極的な声かけ・案内・
取次ぎを心がけるとともに、来庁者ができ
るだけ一つの窓口で必要とする手続きが完
了できるワンストップサービスを目指すな
ど、住民利便性の向上を図ります。

検討・実施

継続実施

継続実施

継続実施

継続検討・実施

継続検討・実施

継続検討・実施



－１３－
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② 項　　　　　目 町の独自施策による事業の見直し

内　容

　町が単独で行っている事業については、他団体等との比較を行いながら、その

水準が適切であるかを見極め、見直しに向け取り組んでいきます。また、限られ
た財源を真にサービスを必要とする町民に振り向けるために、新たに所得制限を
設けることや、既に所得制限等を設けているものについては、その基準が適正で
あるか、他のサービスと均衡がとれているかなどを精査していきます。

検　討　項　目　等
実　　施　　時　　期　等

18年度 19年度 20年度 21年度

※町民ニーズ、 成果を的確に把握した

うえでの独自施策の検討

【主な独自施策】

敬老年金、水道基本料助成事業、福祉入浴
料助成事業、高齢者無料バス運行業務委託、
福祉ハイヤー助成事業等

検　討

③ 項　　　　　目 行政全般に渡る事務事業の見直し

内　容
　内部管理経費、行政サービス等の事業のほか、行政全般に渡り事務・事業の点

検を行い各種見直しを推進していきます。

検　討　項　目　等
実　　施　　時　　期　等

18年度 19年度 20年度 21年度

※委託業務の見直し

・同種委託業務の一括契約等

検　討

※各種補助金等の見直し

・各種補助金の精査、効果等の検証

※関係団体との連携強化 ・ 各種見直し

・町内各団体との連携強化を図るほか、事
業効果等から拡大の必要があるものについ
ても検討・協議を行っていきます。

※危機管理体制の構築

・町民への迅速な情報伝達による初動体制
の確立と災害時に的確に機能する危機管理
体制の整備

※ゴミの減量化

・ゴミの減量及び資源リサイクル化を推進
し、処理費用負担金の節減に努める。

検討・可能なものから実施

検討・可能なものから実施

※主な取組方針について掲げましたが、今後も継続して事務事業の洗い出しと点検を行い、見直し

項目の検討を進めていきます。



　町が直接実施するよりも効果的・効率的に目標が達成でき、町民サービスの向上

が見込めるものについて、「民間にできることは、できる限り民間にゆだねる」こと

を基本として、行政と民間との適切な役割分担のもと、効率性や行政責任の確保等

の観点を踏まえ、現在委託している業務等も含めて点検し、適正な業務委託となる

よう検討・実施していきます。

　なお、外部委託している業務についても、連動性がある業務を統合して入札に付

するなどの経費削減方法の検討を行っていきます。

(2) 民間委託等の再点検（指定管理者制度の活用含む）

【民間委託等の再点検】

No 業　務　の　種　類 H18年度の状況 今後の方針等

１  本庁舎清掃 全部委託  委託業務内容の精査検討

２  本庁舎夜間警備 全部委託  委託業務内容の精査検討

３  電話交換 全部直営  継続

４  水道メータ検針 全部委託  継続

５  ホームヘルパー派遣 全部委託  継続

６  在宅配食サービス 全部委託  継続

７  公用車運転 全部直営  継続

８  案内・受付 全部直営  継続

９  一般ごみ収集 全部委託  継続

１０  学校用務員事務 一部委託  継続

１１  調査・集計 一部委託  委託業務内容の精査検討

１２  し尿処理 全部委託  継続

１３  学校給食
調理：全部直営
配送：全部委託

 給食センターの運営方法等
を含め協議検討

１４  ホームページ作成・運営 一部委託  継続

１５  情報処理・庁内情報システム維持 一部委託  委託業務内容の精査検討

１６  道路維持補修・清掃等 一部委託  委託業務内容の精査検討

１７  総務関係事務（給与、旅費、福利厚生等） 全部直営  継続

《主な委託の現状》※総務省による「事務の委託等の状況調査」に基づく分類

　なお、上記のほかにも、医療や介護、保健分野などには、専門性や特殊性を必要

とする委託業務もあり、その種類も多岐に渡っております。

　合併後の定員管理とも整合性を図りながら、効率の良い、スリムな行政運営を行っ

ていくために、今後も民間委託について検討を重ねていきます。

－１４－
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◆取組目標【指定管理者制度の活用】

①町民サービスの向上を図ることができるか

②直営と比較して、効果的・効率的な運営ができるか

③施設運営の安定性・公平性を保てるか

指定管理者制度導入の視点

【指定管理者制度の活用】

　それぞれの公共施設については、設置目的や利用状況が異なっており、一概に全

ての施設で制度を活用することは困難ですが、継続して点検・評価を実施し、可能

なものについては、積極的に制度の導入を図っていきます。

　なお、地域密着型で、その管理を地域の団体に特定する合理的な理由がある場合や、

業務の特殊性等により、公募により使用者に不利益が生ずる恐れがあるものについ

ては、公募によらない指定管理の選定を行うなど、柔軟に対応していきます。また、

今後建設する施設がある場合には、指定管理者による管理を前提として検討を進め

ていきます。

【指定管理者制度の導入状況】

　公の施設について今後の具体的方針は定まっていませんが、次の施設については管

理運営等に係る経費も相当額であることから、指定管理者の導入や公社から民間への

移行を含め、調査・検討を行っていきます。

・枝幸町漁船保全修理施設　　H17.7.1　   　　町内民間業者　

・ホテルニュー幸林　　　　　H18.2.1   　　　枝幸町振興公社

・グリーンパークホテル　　　H18.2.1   　　　枝幸町振興公社

・南宗谷ゴルフ場　　　　　　H18.3.1　   　　南宗谷ゴルフ振興公社

・枝幸町営牧場　　　　　　　H19.4.1（予定）　　

－１５－
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No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１ 　ホテルニュー幸林

２ 　グリーンパークホテル

３ 　南宗谷ゴルフ場

４ 　中央コミュニティセンター

５ 　火葬場

６ 　総合体育館

検討・可能なものから実施



－１６－

　定員管理の適正化は、合併を終えたばかりの本町にとって、組織の管理運営上及

び行財政改革を推進していくうえにおいて、最大の課題となっています。

　今後、本改革プラン期間の４年間で３２人の職員の定年退職が予定されており、

本町の規模に見合った職員数となるよう新規採用職員を最小限に抑制するとともに、

平成 19年度から 21年度までの間については、勧奨制度及び普通退職により毎年度

２名ずつの減員を見込み、定員管理の適正化を図っていきます。

　また、現在のサービス水準を維持し、事務の効率・合理化のための組織・機構の

見直し等との整合性を図りつつ、最大限の町民サービスが提供できるよう努めてい

きます。

（３）定員管理の適正化

《職員数の推移》

Ｈ１４ Ｈ１５ Ｈ１６ Ｈ１７ Ｈ１８

職 員 総 数 353 339 334 330 313
普 通 会 計 232 226 225 221 218

一 般 行 政 185 179 179 179 180
特 別 行 政           47           47           46           42           38

公営企業等会計 121 113 109 109           95

（各年度４月１日時点）

※Ｈ１４～Ｈ１７は、旧町の純計数値　Ｈ１８は合併後の数値

《年齢別職員数の状況》（　）内の数値は、病院医療職員数

年　齢 職員数 年　齢 職員数 年　齢 職員数

１８～１９        0 ３６～４０      42（  7） ５６～６０       33（6）

２０～２５      13 （ 4） ４１～４５      39（12） ６０～         2（1）

２６～３０      36（14） ４６～５０      47（  8）

３１～３５      57（10） ５１～５５      44（  7）     313（69）

《今後の職員数予測》

集中改革プラン期間
H23 H24 H25 H26 H27 計

H18 H19 H20 H21 H22

4/1 現 在 職 員 数 313 308 301 293 282 274 267 260 255 251

退 職 者 数 5 9 10 14 10 8 13 5 6 10 90

う ち 一 般 行 政 職 5 7 10 11 10 7 9 5 6 9 79

一 般 行 政 職 以 外 2 3 1 4 1 11

採 用 予 定 者 数 2 2 3 2 1 6 2 18

うち一般新規採用 2 2 2 2 8

一 般 以 外 採 用 2 3 1 4 10

年 度 減 員 数 5 9 8 12 7 6 12 － 1 6 8 72

累 計 減 員 数 ▲ 14 ▲22 ▲ 34 ▲ 41 ▲ 47 ▲ 59 ▲ 58 ▲ 64 ▲ 72

H18.4.1 現在

■枝幸町集中改革プラン■

( 単位：人）

( 単位：人）

( 単位：人）
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職員数の推移実績と予測

合併・集中改革プラン開始

集中改革プラン目標年次

【Ｈ２２．４．１】

　多様化する住民ニーズや地方分権の推進により、対応する部署が複数にまたがるな

ど、今まで以上縦割りの行政では全く対応できない行政課題が増加するとともに、課及

び係・職員間の横の連携強化が求められてくるものと考えます。

　このため、新町で再編した各課の業務内容及び業務量を精査し、関連する業務の再編・

統合を検討するとともに、今年度から平成２１年度までの 4年間で３４名が減員とな

るため、現在の課・係体制の維持は困難であると思われ、限られた人員で最良の町民サー

ビスを提供していくためにも、課及び係の再編・統合等による行政部門の集約化等、今

後、段階的に組織機構の見直しを検討していきます。

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１ 　定年退職者の補充の抑制 ▲ 41,860 ▲ 46,000 ▲ 67,000 ▲ 69,000

2 　勧奨・普通退職者等の補充の抑制 ▲ 77,600 ▲ 18,000 ▲ 18,000 ▲ 18,000

◆取組目標【定員管理の適正化】

■新たな行政課題に対応できる組織・機構の見直し

■枝幸町集中改革プラン■

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

1

※組織機構改革への取組み

・定員管理計画に基づいた機構再編や
グループ制の調査検討等、町民に親し
まれる組織づくり。　
・自治法の改正による収入役から会計
管理者への移行に伴う経理・出納部門
の再編

検　討

2
※支所機能の検討

・多様な住民ニーズに対応した支所機
能のあり方について検討

◆取組目標【組織・機構の見直し】

( 単位：千円）

検討・可能なものから実施



－１８－

　旧両町における給与については、従前より国の人事院勧告（国家公務員制度）に準

拠しており、新町になっても同様ですが、給与は労働の対価として町民の貴重な財源

から支払われており、その水準は町民の理解が得られたものでなくてはなりません。

　合併後の職員給与について、国の一般職員の給与を１００％として学歴及び経験年

数別に比較するラスパイレス指数は、９２．４％と道内平均よりも低い率となってい

ます。

　しかし、１７年度の決算では、歳出に占める人件費の割合は１５．４％と高く、今

後の財政状況を推測しても、人件費や経常経費等の物件費をはじめ、補助費及び事業

費等を削減していかなければ、行政運営ができなくなることは、間違いないものと思

われます。

　このことから、今後は、行政運営コストの削減を断行するとともに、職員給与等に

ついても適正な支給に努め原資を確保することで、町民福祉の後退を緩和し、財政構

造の健全化を図っていきます。

（４）手当の総点検をはじめとする給与の適正化

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

1   理事者の期末手当役職加算の廃止 ▲ 1,400 ▲ 1,900

2   議会議員の期末手当役職加算の廃止 ▲ 1,200 ▲ 1,800

3   職員の期末勤勉手当役職加算の凍結 ▲ 28,700 ▲ 28,200 ▲ 27,800 ▲ 26,300

4   管理職手当率の減 ▲ 6,800 ▲ 6,800

5   理事者給料月額の減額 ▲ 1,570 ▲ 2,150

6   時間外勤務手当の縮減 － ▲ 6,000

◆取組目標【手当の総点検をはじめとする給与の適正化】

■枝幸町集中改革プラン■

( 単位：千円）



－１９－

（５）第三セクターの見直し

　本町には、町出資の３つの公社が存在し、公共サービスの受託や公益的活動により、

町全体の福祉向上に寄与してきましたが、長引く景気低迷や社会経済環境の著しい変

化によって、これら公社を取り巻く状況は大変厳しくなっています。

■枝幸町集中改革プラン■

【本町における公社】

　◎枝幸町振興公社

　◎南宗谷ゴルフ振興公社

　◎枝幸町土地開発公社

【今後の取組】

　現在、公の施設の指定管理者制度が導入されたことから、民間事業者の参入も可能

となり、ホテルニュー幸林及びうたのぼりグリーンパークホテルについては、平成

１８年２月１日から枝幸町振興公社を指定管理者としで運営管理しておりますが、指

定期間が平成２０年３月３１日で終了するため、その後指定管理及び枝幸町振興公社

の運営状況を考慮し今後のあり方を慎重に検討していかなければなりません。

　このような状況下で現在ある公社について、町が取組む課題と民間の知恵やノウハ

ウを活かすべき課題について明らかにし、国の指針に沿って公社の役割を再検討する

とともに、次の事項に留意し、更なる経営改革に取組んでいきます。

◎　土地開発公社については、設立当初の目的であった町民への福祉増進と計画的な

　公共用地の取得・管理・処分といった公社の役割はほぼ達成されていることから、　

　将来的な事業方針とともに、存続の可否について検討を行っていきます。

◎　外部の監査体制による、行政評価の視点を踏まえた点検評価の充実・強化を図り

　ます。

◎　経営状況等について、町議会への状況説明を行うとともに、町民に対する情報の

　提供に努めます。

◎　観光施設の公社から民間による指定管理者制度へ移行の検討。

◎　両振興公社について評価点検を行い今後の方針を明確にし、存廃を検討。　

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１ 　枝幸町振興公社

２ 　南宗谷ゴルフ振興公社

３ 　枝幸町土地開発公社

検討・可能なものから実施



－２０－

　本町の各種税の滞納繰越額については、納税・負担の公平性の確保及び町の財源

という観点からも、収納率の向上は重要な課題であります。

　また、三位一体改革により地方財政制度が大きな転換期を迎えており、市町村へ

の税源移譲を想定すると、自主財源を確保する観点からもより強力な収納体制の構

築が必要であります。

　現在、収納対策については、「枝幸町税等収納向上対策本部」を設置し、町税をは

じめとする各負担金等の徴収強化策を検討協議しておりますが、今後も、徴収に関

する有識者や道などの関係機関の協力を仰ぎながら、収納率の向上に向け徴収体制

を強化します。

　また、税・負担金等の複数にわたる滞納者に関しては、各課が情報を共有するこ

とにより、連携を図りながら徴収するなど、全課・職員が共通認識した上で、滞納

額の解消に向け、強力に取り組みを進めます。

　なお、本町を除く管内の各市町村に設置されています観光入浴施設については、

全て入湯税を賦課していることから、本町においても入湯税の導入を今後検討して

いきます。

（６）経費節減等の財政効果

【町税収入の確保と収納率向上に向けた取組】

市町村名 平成 15年度 平成 16年度 平成 17年度

稚 内 市 92.7 92.7 92.7

猿 払 村 96.4 98.3 99.1

浜 頓 別 町 92.3 91.8 91.9

中 頓 別 町 98.5 98.3 98.3

豊 富 町 94.9 94.5 94.5

礼 文 町 96.3 95.8 95.4

利 尻 町 95.0 94.3 93.5

利 尻 富 士 町 97.3 97.4 96.8

枝 幸 町 93.4 93.0 93.1

■宗谷管内市町村税徴収率一覧（現年分＋滞納繰越分）（単位：%）

■枝幸町集中改革プラン■

※枝幸町の徴収率については、旧両町合算値（平成１７年度については、未確定）

■歳入の確保



【受益者負担の適正化】

　使用料及び手数料等については、合併協議により旧両町間の調整・適正な受益者負担

となるよう検討協議された結果に基づき決定されております。

　今後においても、行政運営コストの削減を図り、現状での負担額を維持していくよう

努めてまいりたいと考えておりますが、少子高齢化や人口流出が進み利用者の減員によ

り、行政運営コストの削減だけでは提供者と受益者との負担バランスが崩れる可能性も

否定できません。

　そのためにも、今後は常に管理運営の点検を行い、公平で適正な受益者負担であるか

どうかを検証したうえで、見直しの是非を検討していきます。

【未利用財産等の処分】

　将来的に利用計画のない町有地について、町民の福祉向上及び町の振興のため、

施設も含め積極的に売り払うこととし、自主財源の確保に努めていきます。

【その他歳入の取組】

　地方の財源保障を国に対し積極的に働きかけるとともに、権限移譲の推進による

事務交付金の増額を図っていきます。

－２１－

■枝幸町集中改革プラン■

No 取　組　内　容
  平成 18年度
   増収見込額

備　　考

1 　上水道料金の見直し 9,400  統一による料金増

2 　下水道料金の見直し 7,100  統一による料金増

3 　ごみ処理費用料金の見直し 2,400  歌登地区の有料化

4 　パークゴルフ場の有料化 2,400  枝幸地区の有料化

合　　　　　　　　　計 21,300

◆受益者負担の見直しを行った主な事業と効果 ( 単位：千円）



■歳出の削減

－２２－

■枝幸町集中改革プラン■

【施設維持管理費の見直し】

　合併により多数の類似施設が存在しておりますが、これら類似施設に関しては、町

民生活に急激な変化を及ぼさないよう、自治体の規模に合った施設数や地域の特殊性

や地域間のバランスを考慮しながら適正な配置・運営に努めていきます。

　現在の町有施設毎の利用状況や利用者の意見を把握するとともに、施設の必要性や

行政経営の視点からの検証を通して、指定管理者制度への移行、直営、廃止又は用途

の見直しなどについて検討し、施設の有効利用を基本に町民のニーズに対応できる施

設として、効率的・効果的な管理・運営体制の確立に努めていきます。

　また、町有建物に係る損害保険の掛金についても、利用状況及び建築年度等を再度

点検し、利用頻度の少ない施設ついては加入率を減率するなどの経費削減を図ってい

きます。

　庁舎外にある課等の出先機関について管理費コストを削減するため、庁舎への移転

が可能なものについては移転し、移転後の空施設についても民間への貸付等による活

用を促進していきます。

【人件費削減の取組】

【民間委託による事務事業費削減】

※取組方針、数値目標は 16P ～ 18P に記載

※取組方針等は 14P ～ 15P に記載

◆取組目標【施設維持管理】

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１  建物損害保険加入率の見直し 検　討 実　施

２  出先機関の庁舎・総合支所への移
 転による管理コスト削減 検　討

継続実施

可能なものから実施

【補助金の整理・合理化】

　補助金については、行政サービスを補完するため公益的活動を行う団体により、町民

活動を活性化するなど、町の振興に対し重要な役割を担ってきています。

　しかし、財政状況が逼迫する中、行財政改革への取組が一層求められ、補助金につい

てもそのあり方が問われています。

　また一方では、行政には町民や町民団体との「協働」が不可欠とされ、協働型の自治

体構築が図られるよう町民活動を促進する必要もあるなど、相反する課題もあります。



－２３－

【投資的経費の見直し】

　投資的経費については、まちづくり計画との整合性を図りながら、事業の費用対

効果等を精査するとともに重点化に努め、財政健全化に向けて適正な事業の実施を

行っていきます。

【内部管理経費削減の取組】

　歳出抑制による町民への影響を最小限に抑えるため、行政として自らが徹底した

内部努力をはじめ、最小のコストで最大の効果が発揮できるよう、内部管理経費に

ついて、一層の効率化・合理化を進めていきます。

■枝幸町集中改革プラン■

◆取組目標【内部管理経費】

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

1

消耗品費等の節減

・両面コピー及び封筒の再利用の促進。
新封筒使用の抑制。事務機器の共有化
等
・事務用品の購入抑制。書籍図書の購
読抑制等

2
燃料費の節減

・公用車及び暖房機器の効率的な使用

3
電気料の節減

・照明器具の最少設置、消灯の徹底等

4

印刷費の節減

・コピー機一括契約による使用料の節
減。パソコン活用による職員配布文書
の縮減等

5
通信費の節減

・簡易な案内文書等の自己配布努力や
メール活用による郵便物の縮減等

6

委託料の節減

・類似業務の一括入札。職員による一
部委託業務の直営化。業務の設計内容
及び単価の精査等

可能なものから実施

　現在は、各種団体等への補助金について、公益性や有効性・必要性に基づき審査

委員会において審査・決定していますが、今後は、団体の収支状況及び事業の実施

状況を調査した上で評価・審査するとともに、団体の自助努力による経費削減をお

願いするなど、適正な補助金の交付に努めていきます。



－２４－

■枝幸町集中改革プラン■

交通体系の整備

　交通網の整備については、合併前の旧両町においてもそれぞ

れ様々な検討を重ね、町民の利便性を確保するためバス事業者

及び交通事業者と協議し各種施策を実施してまいりました。

　しかし、合併により新町の地域が拡大したことや地域間での

交流を推進するため、また、自家用車を運転されない高齢者等

の外出機会の拡大や商店への買い物、医療機関の受診、生徒の学校への通学手段等を

確保する上での交通体系の整備が急務となっており、両地域間のバス運行も一便増加

され、高齢者無料バス乗車助成事業により利用者は増加しているものの、全町エリア

を網羅した交通網とはなっていない現状にあります。

　このため、新町において地域交通システム検討協議会を設置し、望ましい生活交通

体系を構築するため現在検討を進めておりますが、今後は、協議会の意見は基より、

コミュニティバスや全国２９の地域で導入されております「デマンド型交通システム

（※）」も視野に入れ、関係機関と連携をとりながら早急に町内全域をカバーした交通

体系の整備を図っていきます。

※デマンド型交通システム

　利用者が「いつ、どこから、どこへ」などの要望（デマンド）を予め電話でバス運行者に予約し、これに応
じた乗合形式でバスやタクシーなどが運行されるシステム。通常のバスの比べて路線やダイヤに柔軟性があり、
通常のタクシーに比べ乗合によることからも低料金で、導入及び検討する市町村が増えつつある。

◆主な交通対策事業と所要経費 ( 単位：千円）

No 事　　　　業　　　　名 H18当初予算額
1 　宗谷バス路線維持補助 6,409  
2 　高齢者無料バス運行業務委託 5,151 
3 　枝幸高等学校遠距離通学費 7,489
4 　小学校児童輸送業務委託 1,229
5 　中学校生徒輸送業務委託 4,980  
6 　重度肢体不自由者交通費助成 2,175
7 　福祉ハイヤー助成 2,004

合　　　　　　　　　計 29,437

◆取組目標

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１ 　交通体系の整備 検討・可能なものから実施



地方公営企業等の取組

■水道事業

　公営企業会計については、独立採算に一層努めるとともに、経営の健全化・効率

化を推進し、管理経費の徹底した見直しを行い、赤字補填のための一般会計からの

繰出金・補助金等の削減を図ります。

　また、その他の特別会計についても、事業の効率化・点検・見直しを常に行い、

歳入確保の努力をし、繰出金の抑制に努めていきます。

　水道事業については、生活の源でもある水の安全性、

供給確保を図るため老朽施設の更新、検査体制の充実、

電算化によるサービス提供に努めてきました。

　しかし、生活様式・生活形態の変化に伴う節水意識

の定着や節水機器の普及、給水人口の減等により、需要水量は減少傾向にあり、水

道料金収入も年々減少している状況にあります。

　このため、今後は生活に欠かすことのできないライフラインとして安全で良質な

水を安定的に供給するという使命を原則に、ランニングコストの削減による経営の

健全化、計画的・効率的な事業運営を図っていきます。

－２５－

■枝幸町集中改革プラン■

権限移譲の推進

　北海道からの権限移譲については、平成１２年に施行されました地方分権一括法に

基づき、国から道へ、道から市町村へと、その権限が移譲されてきています。

　また、道が積極的に推進している道州制により、今後は道内市町村に対する権限移

譲は更に加速されるものと思われます。

　本町としては、今年度までに２２事業２０４件の権限移譲を受けており、来年度に

は２事業１１件の権限が移譲される予定となっております。

　しかし、既に移譲された事務については、本町において実績がないものも多く含ま

れており、市町村が実際に移譲要望をしたい権限については、条件整備や医療等の専

門知識を有するものの配置が必要とされるものが多いことから、今後はこれらの規制

緩和をはじめ、本町において町民サービスの向上及び実績が見込まれるものについて

強く移譲を要望していきます。



■枝幸町集中改革プラン■

■病院事業

　国保病院については、合併協議により両地区の国保病院がそのまま存続すること

になりましたが、医療制度改革に伴って「療養病床の再編」が明らかになったこと

から、病院運営の見直しが避けられない状況になっています。

　また、病院事業会計に対する一般会計の負担が年々大きくなることが予想される

ことから、両病院の経営一元化によって経費削減を図るとともに、町民から信頼さ

れる医療を提供するため、改善・改革に取り組んでいく必要があります。

　今後の病院運営のあり方については、病院対策協議会をはじめ、町議会、地域協

議会、行財政改革推進委員会など、全町的な議論の中で幅広い観点から見直しを図っ

ていきます。

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１  被災時の応急給水体制の確立

２  経年による劣化給水管等の改良

◆取組目標【水道事業】

検討・可能なものから実施

No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１  両地区病院の運営に関する検討

２
 経営改善による一般会計からの繰
 入金の減

◆取組目標【病院事業】

検討・可能なものから実施
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職員の意識改革と人材育成

　　行財政改革を進めるうえで、職員の意識改
革は最も重要な課題であると考えます。従来か
らよく使われる、縦割行政・前例主義・横並び「お
役所仕事」と言われる言葉からも、不親切で非
効率的な対応、変化する住民ニーズに対応して
いない行政運営が指摘されています。
　また、現在置かれている、本町の現状はもとより、今後さらに厳しくなる自治体
運営に対して、町民に直接関係する仕事に携わる行政職員としての自己意識が低い
ように思われます。
　このことからも、職員として的確な現状の認識と危機感、さらには、町民への接
遇等、町全体の奉仕者としての意識を自らが強く感じ、自らの資質を高め、企業同
様に町民へのサービス向上が利益となり、経費の節減に努め、バランスの取れた行
政運営を行っていくことが重要であると考えます。
　職員に対する現状認識と行財政運営に関する意識改革を推進するため、今、地方
自治体が置かれている現状及び財政状況の推移を、全職員に対し周知徹底するとと
もに、意識の高揚と経費の削減に一人ひとりがそれぞれ取組むよう指導に努めてい
きます。
　また、今後は、職員研修として町外の行財政等に関する有識者による研修会を開
催するなど、職員の知識向上を図っていきます。
　職員の意識改革については、必ずしも画一的な公務員像があるわけではなく、直
ちにその成果が見えるものでもありませんが、形式にとらわれず全職員が町民の視
点に立って問題を解決でき、新たなニーズにもすばやく対応できる体制づくりを強
く推進していきます。　

◆取組目標【職員の意識改革と人材育成】

－２７－
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No 取　組　内　容 H18 H19 H20 H21

１
 職員の公益法人等への派遣による

 人材育成の推進

２  職員の研修制度の充実 検　討

３  公務員としての意識啓発 検　討

４  職員提案制度の導入 検　討

５
 町民への接遇の向上、職員の財政
状況把握による経費節減意識の高揚

継続検討

検討・実施

検討・実施

検討・実施

検討・実施

検討・実施



町民協働による改革の推進

　これまでは、町民が要望して、行政が公平にサービスを提供するということが当

たりまえの仕組みであり、行政としてもできるだけそれに応えてきました。

　しかし、地方分権が進められる今日、地方財政が悪化する中で、行政だけでは多

様化・高度化し、変化し続ける町民ニーズにきめ細かく対応することができなくな

りつつあります。

　国・北海道、そして市町村の財政の危機的状況など、その深刻さの度合いも年々

増えていくことは明らかで、行財政改革を推進する観点からも、行政への町民参画

や町民と行政が課題解決のため協働し、町民が主体となったまちづくりに取組んで

いくことが求められています。

　そのため、次の事項に重点を置き協働のまちづくりを推進していきます。

　◎　町民と行政が町政や地域に関する情報を共有できるよう、広報紙やホームペー

　　ジを活用した分かりやすい情報の積極的な提供

　◎　事業に対するパブリックコメントの実施

　◎　自治会・町内会は、町民の最も身近な活動の場であるとともに、地域が身近

　　に抱える問題を解決する重要な組織であり、職員もその構成員であることから、

　　地域活動への職員の参加を促すとともに、自治会・町内会を通じて、まちづく

　　りへの積極的な参加を呼びかけていく。

　◎　町民の要望に対する出前職員講座の実施

　◎　町民並びに職員を対象とした町づくりに関する講座の開催

　◎　自治会・町内会及び地域ボランティア団体等との連携強化

　◎　町民誰もが町政に対する意見・提案を言えるシステムづくり

■枝幸町集中改革プラン■
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■枝幸町集中改革プラン■

計画の進行管理と公表

　行財政改革を着実に推進するため、取組計画や数値目標等について定期的に把握

するとともに、達成度の低い計画、数値等については、その調査・検証を行い、町

長を本部長とする行財政改革推進本部に報告し、計画の実効性を確保することに努

めます。

　また、町議会をはじめ、行財政改革推進委員会にも随時報告を行い、町民皆様の

ご意見等を計画の推進に反映させていきます。

【進行管理～計画の実効性の確保】

　計画の進捗状況やその効果については、毎年度取りまとめを行うとともに、分り

やすく明示し、町民の皆様へホームページや広報紙等で公表を行うことにより、行

政の透明性を確保します。

【進捗状況等の公表～行政の透明性の確保】

■集中改革プラン■

活力ある「えさし」の再生に向けて！

財 政 の 健 全 化 ・ 町民サービスの充実・町民協働の推進

計画期間：Ｈ１８～Ｈ２１

《進行管理のイメージ》

進捗状況の報告 進捗状況の公表

○町　　　議　　　会

○行財政改革推進委員会

○行財政改革推進本部

○町ホームページ

○広報「えさし」等

実効性の確保 透明性の確保



終 わ り に

　本プランは、国の指針を受けたことを踏まえ、新町の行財政改

革の第一歩として、まずは、その目指すべき方向性を定めたもの

です。

　本文でもお示ししたように、合併後の枝幸町は、多くの課題を

抱えているのが現状です。本プランに沿って不断の取組みを実行

していくなかで、一つひとつその課題を解決し、町民の皆様が安

心して暮らすことのできる、安定した行財政運営に努めていきま

す。

　今後も、町議会や行財政改革推進委員会、さらには全町民の皆

様のご意見を賜りながら、活力のある「えさし」の再生に向けて、

全力で取組んでまいりますので、一層のご理解とご協力をお願い

申し上げます。

－３０－
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■枝幸町集中改革プラン■

集中改革プラン

資　　料　　編

－３１－



【歳　入】

①町税
・町民税は、人口の減少を考慮し、毎年１％の減。（H19は、税制改正の伸びを考慮）
・たばこ税は、社会的要因と人口の減少を考慮し、毎年１％の減。
・固定資産・都市計画税については、評価替時に２％の減。
②地方譲与税等
・所得譲与税は、税源移譲を考慮し、毎年１％の増。
・ゴルフ場利用税交付金は、利用者の減を見込、毎年１％の減。
・地方特例交付金は、定率減税による財源不足補てんの性格から、個人町民税に合わせ、毎
年１％の減。
・自動車取得税交付金・地方消費税交付金及びその他交付金については、現行のまま。
③地方交付税
・普通交付税については、平成１９年度においては、地財交付税出口ベース及び新型交付税
の導入を反映させ 2.5％減で推計し、その後は、合併特例期間中であることを考慮し毎年１％
の減。
・特別交付税は、毎年１％の減。
④国道支出金
・普通建設事業については、補助申請ヒアリング結果及び過疎計画、新町建設計画等から、
財政課において削減要素を加味し推計。
・その他については、毎年１％の減。
⑤その他については、実績を加味し推計。

【歳　出】

①人件費
　集中改革プランの定員管理の適正化数値に基づき推計。
②物件費
　毎年、前年度対比３％減。
③維持補修費
　毎年、前年度対比２％減。
④扶助費
　６５歳以上人口の増加を見込み、毎年 0.2％増。
⑤補助費等
　毎年、前年度対比３％減。
⑥投資的経費・公債費
　歳入④と連動させ推計
⑦積立金
　平成１８年度についてのみ、合併特例による基金造成費を計上。
⑧投資及び出資金
　医療機器購入・増改築など、平成１８年度決算見込ベースを基に推計。
⑨繰出金
　毎年、前年度対比１％減。

■資　料　編
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当面目標とする財政数値の試算基礎



～財政指標について～

●財政力指数とは、市町村の財政力を判断するための指標の一つであり、指数が「１」

以上の場合は、普通交付税の交付がされず（不交付団体）、「１」未満の場合は、普

通交付税が交付されます。（交付団体）

　上のグラフが示すように、平成１７年度（旧両町合算数値）においては、「0.2」

となっており、交付税収入が財政運営上、大きなウエイトをしめている現状です。

　交付税については、合併したとはいえ今後も国の方針により減少していくものと

思われますので、これまで以上に財源の確保に努めていくとともに、行財政改革を

進め、財政の健全化を目指していく必要があります。

■財政力指数

旧枝幸町

旧歌登町

●経常収支比率とは、地方税・地方交付税・地方譲与税などの毎年度経常的に収入

される財源のうち、その使途が特定されておらず自由に使用することができる収入

( 経常一般財源 ) が、人件費・扶助費・公債費など、毎年経常的に支払わなければな

らない経費（経常経費）に、どの程度使われているかをみることにより、当該団体

の財政の弾力性を判断するための指標です。

■経常収支比率

両町合算

旧枝幸町

旧歌登町

両町合算

■資　料　編
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－３４－

■資　料　編

●起債制限比率とは、町税や地方交付税など、標準的な収入に対して、町の借金を

返済する割合がどの程度あるかを示す割合で、家計に例えると、収入に対するロー

ンの返済の割合にあたります。

　 この比率が１５％を超えると財政状況が危機的であるといわれ、２０％以上にな

ると町債の一部が発行できなくなります。（借金ができなくなります。）

　グラフの数値からも、現在は制限を受ける状況には至っておりませんが、引き続

き安易な起債は慎むほか、公債費の増加や起債制限比率の上昇の抑制に努め、安全

とされる 15％未満で堅持できるよう努力していきます。

■起債制限比率

　経常収支比率は、家計に例えるならば、食費や光熱費など生活に必要不可欠な支

出であり、これらの出費の比率が大きければ、余暇のための支出や家の増改築など

の備えにまわすお金が出しにくくなるということです。

　町に置き換えれば、義務的経費以外の経費（道路整備、施設の維持補修、補助金等）

の額が少なくなり、財政が硬直化しているということになります。

　私たちの家庭における生活費同様、これらの義務的経費を減らすことは、非常に

難しい面もありますが、公債費削減の工夫や、職員数の計画的な管理による人件費

の削減など、あらゆる努力が必要であると考えております。

旧枝幸町

旧歌登町

両町合算

合併すると財政規模が拡大して、弾力的な財政運営の　

　　　　　実現が可能とされていますが？

　これらの指標が示すように、合併したからといっても、決して安心できる財政状

況となっていないのが現実です。厳しい財政危機を乗り越え、時代の流れに対応し

た新たな視点に立ち、合併以前にもまして行財政改革を進めていかなければなりま

せん。



■公共施設等一覧
分類 施設等の名称 所在地 建築年度 戸数 備　　　　　　考

三笠山スキー場ヒュッテ 北幸町 S５９ 1

三笠山スキー場物品庫A 北幸町 S６２ 1

パークゴルフハウス 北幸町 H７ 1

屋内多目的グラウンド 北幸町 H５ 1

岡島海水浴場管理棟 岡島 H８ 1

三笠山パークゴルフ場 北栄町

北幸公園パークゴルフ場 北幸町

町営枝幸球場 北幸町

町営枝幸サブ球場 北幸町

北幸公園テニスコート 北幸町

北幸公園自由広場 北幸町

三笠山スキー場 北幸町

三笠山スキー場物品庫 北幸町 S５７ 1

ミニ動物園倉庫(パークゴルフ） 北栄町 H１ 1

温泉揚湯・貯湯庫 北幸町 H９ 1

総合体育館 北幸町 S５７ 1

桧垣公園パークゴルフ場 桧垣町 H６ 1

南宗谷ゴルフ場 辺毛内

町営サブ球場 南町

ふれあいの里ゲートボール場 南町

歌登屋内グラウンド 南町 S６２ 1

歌登B&G海洋センター 南町 H４ 1

桧垣公園パークセンターハウス 桧垣町 H６ 1

町民グラウンド附帯放送室 西町 S６０

歌登町民グラウンド 西町

歌登テニスコート 南町

ゴルフ場クラブハウス 辺毛内 S６２

ふれあいの里交流ハウス 南町 H８ 1

天北スキー場ロッジ 辺毛内 S５８ 1

林業総合センター 北幸町 H９増築 1

広域観光レクリェーションセンタ 北幸町 S６２ 1

枝幸町総合交流促進センター 北幸町 H８ 1

ホテルニュー幸林 北幸町

三笠山展望台 宇遠内 S６０ 1

特産品直売所 岡島 H７ 1

バーベキューハウス 三笠町 H５ 1

ウスタイベ千畳岩（キャンプ） 岬町

はまなす交流広場（キャンプ） 岡島

枝幸町小型船溜施設 新港町

歌登グリーンパークホテル 辺毛内 H１ 1

健康回復村コテージの里 辺毛内 H４ 1

コテージの里 辺毛内 H４ 1

回復村遊園地 辺毛内

ふれあいの森管理棟 辺毛内 S６１ 1

小動物休憩舎 辺毛内 H４ 1

多目的集会施設（水産会館） 幸町 S５５ 1

水産廃棄物処理場 問牧 H９ 1

枝幸町商工センター 本町 S５８ 1

枝幸町営牧場 山臼

枝幸町サケの里 パンケナイ H６ 1

歌登畜産総合施設 西歌登

林構管理棟 辺毛内 S５２ 1

寒地園芸作物生産施設 桧垣町 S５７ 1

畜産物集荷施設 パンケナイ S５１ 1

定温倉庫 桧垣町 S５８ 1

食用茸栽培施設 南町 S５８ 3

山臼緑地広場休憩所 山臼 H１４ 1

北幸公園（都公） 北幸町

鎮魂の森（都公） 新港町

北栄児童公園（都公） 北栄町

三笠児童公園（都公） 三笠町

三吉児童公園（都公） 北浜町

北浜児童公園（都公） 北浜町

常盤公園（都公） 北幸町

交通公園 栄町

音標緑地公園 音標

ウエンナイ団地児童公園 新港町

山臼地区緑地広場 山臼

港団地幼児遊園 幸町

レクリェーショ

ン ・ スポーツ

施設等

産業振興施設

等

基盤施設等

■資　料　編
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－３６－

北幸第２団地幼児遊園１ 北幸町

北幸第２団地幼児遊園２ 北幸町

カムイ岬公園 目梨泊

オホーツクグリーンパーク 三笠町

北緯４５度国際広場 問牧

森林公園物品庫 北栄町 S５７ 1

森林公園内作業所 北栄町 H８ 1

ふれあいの里 南町

町民公園 西町

桧垣公園 桧垣町

中央ほろべつ公園 中央

ペンケナイ川河畔公園 東歌登

新栄公園 東町

白樺公園 西町

光南公園 南町

みどり野公園 桧垣町

東町児童公園 東町

南町児童公園 南町

枝幸町漁船保全修理施設 幸町

交通ターミナル 三笠町 S６１ 1

枝幸バスターミナル 三笠町

歌登バスターミナル 東町 S６０ 1

西町バス待合所 西町 H１０ 1

桧垣町バス待合所 桧垣町 H１２ 1

一般廃棄物埋立処分地格納庫 下幌別 H１４ 1

リサイクルセンター 下幌別 H１１ 1

公衆浴場はまなす 本町 H１４ 1

火葬場やすらぎ聖苑 宇遠内 H１５ 1

歌登霊園葬祭場 西歌登 S５８ 1

公衆浴場うたのぼり湯 西町 S６０ 1

一般廃棄物処分場管理計量棟 西歌登 H９ 1

歌登リサイクルセンター 西歌登 H９ 1

資源物保管格納庫 西歌登 H１２ 1

一般廃棄物最終処分場 西歌登 H９ 1

一般廃棄物処分場格納庫 西歌登 H９ 1

最終処分場 西歌登 H９

調整池 西歌登 H９

枝幸地区内　浄水場

枝幸下水道終末処理場

歌登下水道終末処理場 パンケナイ H３

歌登地区内　浄水場 パンケナイ S５８

中央生活改善センター 本町 H３改修 1

岬町コミセン 岬町 S４７ 1

上音標コミセン 上音標 S４５ 1

北浜コミセン 北浜町 S５８ 1

下幌別コミセン 下幌別 S５８ 1

三笠コミセン 三笠町 S５９ 1

岡島コミセン 岡島 S６３ 1

風烈布コミセン 風烈布 S６３ 1

音標コミセン 音標 H１ 1

乙忠部コミセン 乙忠部 H２ 1

問牧コミセン 問牧 H２ 1

目梨泊コミセン 目梨泊 H３ 1

枝幸中央コミセン 本町 H３ 1

山臼コミセン 山臼 H６ 1

徳志別コミセン 徳志別 H７ 1

歌登町民文化会館 西町 S５５ 1

歌登生活改善センター 東町 S４３ 1

柔剣道場 東町 S３６ 1

中央地区コミセン「ひまわり」 中央 H９ 1

本幌別地区コミセン「やねむね」 本幌別 H１１ 1

上徳志別会館 上徳志別 S４６ 1

般毛内会館 パンケナイ S４８ 1

毛登別会館 毛登別 S５０ 1

桧垣会館 桧垣町 S５２ 1

光南会館 南町 S４３ 1

大奮会館 大奮 S５８ 1

辺毛内会館 辺毛内 S６０ 1

東歌登自治会館 東歌登 S６３ 1

東町新栄会館 東町 H１２ 1

白樺団地集会室 西町 H３ 1

基盤施設等

文教施設等

■資　料　編
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学童保育所・子供会館 栄町 S４４ 1

図書館 本町 S５３ 1

勤労青少年ホーム 北幸町 S５７ 1

オホーツクミュージアムえさし 三笠町 H４ 1

歌登ふるさと館 辺毛内 H４

児童館・フォレストピアホール 南町 H５ 1

多目的共同利用施設「志林」 志美宇丹 H５ 1

多目的研修集会施設 辺毛内 S５６ 1

森林館 辺毛内 H６ 1

森と木の里研修舎 辺毛内 H７ 1

森と木の里炭小屋 辺毛内 H７ 1

森と木の里休憩舎 辺毛内 H７ 1

老人福祉センター 北栄町 S５３ 1

老人趣味の作業所 北栄町 S５５ 1

保健福祉センター 北栄町 H９ 1

枝幸町国民健康保険病院 北栄町

病院職員住宅 新栄町 S５０ 1

医師住宅（新栄町） 新栄町 H２～H８ 3

医師住宅（三笠町） 三笠町 H９ 1

医療技術員住宅 北栄町 H２ 1

看護師宿舎 北栄町 H３ 8

枝幸町国民健康保険歌登病院 南町 H６

志美宇丹診療所 志美宇丹 H１３

本幌別診療所 本幌別 S６０ 1

医師住宅 南町 H６ 1

医療技術員住宅 南町 H７ 2

看護師宿舎 南町 H７ 4

看護師等宿舎 南町 H９ 4

病院職員宿舎 南町 H１１ 6

歌登高齢者センター 南町 S６１ 1

寿の家 東町 S５０ 1

歌登介護サービスセンター 桧垣町 H１１ 1

歌登保健センター 南町 H２

本幌別へき地保健福祉館 本幌別 S４７ 1

歌登歯科診療所 南町 H６ 1

枝幸保育所 三笠町 H７ 1

枝幸保育所用具庫 三笠町 H７ 1

音標保育所 音標 S５６ 1

歌登保育所（へき地） 南町 S５９ 1

志美宇丹保育所 志美宇丹 S５３ 1

役場庁舎 本町 S５４ 1

除雪センター車庫 北栄町 S４９ 1

枝幸町車両センター車庫１ 新栄町 S４１ 1

枝幸町車両センター車庫２ 新栄町 S５８ 1

枝幸町車両センター詰所 新栄町 S４４ 1

枝幸町車両センター機材庫 新栄町 S４８ 1

職員住宅２１２～２１８ 北栄町 S４８～S４９ 14

職員住宅２１９～２２１ 新栄町 S４９ 6

職員住宅２２２ 北栄町 S５０ 2

職員住宅２２３ 本町 S５１ 1

職員住宅２２６ 新港町 H１ 4

職員住宅２２７、２２８ 北栄町 H１ 2

職員住宅２２９、２３０ 三笠町 H２ 2

職員住宅２３１ 新港町 H８ 4

職員住宅２３２、２３３ 北栄町 H１０，H１１ 8

職員住宅２３４ 新栄町 H１２ 2

職員住宅２３５ 三笠町 H１３ 2

職員住宅２３６～２３７（財務省） 新栄町 S５５ 4

助役公宅 本町 S４５ 1

職員住宅２５０ 南町 S３９ 1

職員住宅２５１、２５２ 東町 S４５，S４６ 8

職員住宅２５３ 東町 S４７ 2

職員住宅２５４ 西町 S４８ 2

職員住宅２５５、２５６ 東町 S５０，S５１ 6

職員住宅２５９ 東町 S５４ 2

職員住宅２６２ 東町 S５６ 2

職員住宅２６３，２６６ 東町 S５９,S６０ 4

職員住宅２７１ 東町 H２ 2

職員住宅２６１ 志美宇丹 S５４ 1

職員住宅２６０ 桧垣町 S５４ 1

職員住宅２６４ 本幌別 S５９ 1

－３７－
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医療 ・ 社会福
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役場関連施設
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職員住宅２６８、２６９、２７２，２７３ 中央 S６１～H５ 4

職員住宅２７０（女子寮） 辺毛内 H１ 10

水道課事務所 本町

職業安定所 本町 S５０ 1

旧法務局（募集事務所） 新栄町 S３６ 1

旧塵芥焼却場 下幌別 S４３

旧鉄道建設公団寮（社宅） 南浜町 S５３ 1

住宅（岡島）　（個人） 岡島 S３９ 1

旧風烈布公民館（個人） 風烈布 S４２ 1

旧乙忠部コミセン（個人） 乙忠部 S４３ 1

旧山臼コミセン（自治会） 山臼 S４２ 1

住宅（目梨泊）　（空） 目梨泊 S４１ 1

旧第２歯科診療所（職員組合） 本町 S５４ 1

旧除雪センター事務所（jc） 北栄町 S４７ 1

住宅（音標）　（個人） 音標 S４７ 1

旧音標消防分団詰所（個人） 音標 S５２ 1

総合支所庁舎 東町 S４０ 1

除雪センター 南町 S５３ 1

除雪センター支所 辺毛内 S６０ 1

目梨泊小学校 目梨泊 1

問牧小学校 問牧 1

枝幸小学校 新栄町 1

岡島小学校 岡島 1

山臼小学校 山臼 1

乙忠部小学校 乙忠部 1

風烈布小学校 風烈布 1

音標小学校 音標 1

枝幸中学校 栄町 1

枝幸南中学校 風烈布 1

乙忠部小学校風呂 乙忠部 1

枝幸中学校燃料庫 栄町 1

旧徳志別小学校 徳志別 1

歌登小学校 西町 1

志美宇丹小学校 志美宇丹 1

本幌別小学校 本幌別 1

歌登中学校 桧垣町 1

志美宇丹中学校 志美宇丹 1

本幌別中学校 本幌別 1

旧上徳志別小学校 上徳志別 S３２ 1

旧毛登別小学校 毛登別 S６０ 1

旧幌別中央小学校 中央 1

歌登学校給食センター 西町 H９ 1

旧給食センター 栄町 S４９ 1

枝幸学校給食センター 新港町 H３ 1

枝幸南中学校スクールバス車庫 風烈布 1

教員住宅（目梨泊） 目梨泊 S５４～S６２ 4

教員住宅（問牧） 問牧 S６１～H６ 4

教員住宅（岡島） 岡島 S５９～H７ 4

教員住宅（徳志別） 徳志別 S５４～S６３ 4

教員住宅（山臼） 山臼 S６１～H５ 6

教員住宅（乙忠部） 乙忠部 S５７～H８ 6

教員住宅（風烈布）小・中 風烈布 S５７～H１３ 14

教員住宅（音標） 音標 S５９～H５ 8

教員住宅（栄町） 栄町 S５４～H５ 14

教員住宅（新栄町） 新栄町 S６０,S６１ 2

教員住宅（北栄町） 北栄町 S６１ 4

教員住宅（新港町） 新港町 H１,H３ 8

教員住宅（三笠町） 三笠町 H４ 4

教員住宅（北幸町） 北幸町 H８ 4

住宅（風烈布）　（学校職員） 風烈布 S５１ 1

旧徳志別小学校（空） 徳志別 1

教員住宅（西町） 西町 S５４～H１３ 10 （歌小）ｓ５４、ｓ５６、ｈ１０×２、ｈ１１、ｈ１２、、ｈ１３、（歌中）ｓ５８、ｈ１２×２

教員住宅（南町） 南町 S５３～H１４ 4 （歌小）ｓ５３、ｈ１３、ｈ１４、（歌中）ｈ１１

教員住宅（桧垣町） 桧垣町 S５５～H１４ 8 （歌中）ｓ５５×２、ｓ６０×２、ｈ５、ｈ１０、ｈ１２、ｈ１４

教員住宅（志美宇丹） 志美宇丹 S５７～H１４ 11 （志小）ｓ５７、ｓ６３、ｈ４、ｈ９、ｈ１０（志中）ｓ５５、ｓ５８、ｓ５９、ｓ６３、ｈ４、ｈ１４

教員住宅（本幌別） 本幌別 S５８～H６ 7 （本小）ｓ６１、ｓ６２、ｈ１×２（本中）ｓ５８、ｈ２、ｈ６

三笠（平屋）耐火 三笠町 H８～H１２ 20

三笠（２階）耐火 三笠町 H８～H１２ 32

北幸（平屋）耐火 北幸町 H１２～ 12

北幸（２階）耐火 北幸町 H１４～H１６ 16

北幸（２階）耐火 北幸町 H１７ 4

－３８－

役場関連施設

等
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施設等

公営住宅
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北幸（平屋）簡準 北幸町 S４７～S４９ 50

北栄（平屋）簡準 北栄町 S５０～S５４ 80

北幸第２（平屋）簡準 北幸町 S５８～S６３ 7

北幸第２（２階）簡準 北幸町 S５８～S６３ 64

緑園（４階）中耐 栄町 S５４ 16

から松（２階）簡準 岬町 S５６～S５７ 24

港（２階）簡準、耐火 幸町 H１～H７ 64

栄（平屋）耐火 新栄町 H４～H５ 17

問牧（平屋）簡準 問牧 H６ 2

徳志別（平屋）簡準 徳志別 H２ 2

山臼（平屋）簡準 山臼 S４９,S５１ 8

乙忠部（平屋）簡準 乙忠部 S５６,H５ 6

音標（平屋）簡準 音標 S５６ 2

音標（平屋）耐火 音標 H１２,H１３ 4

音標（２階）耐火 音標 H１２,H１３ 4

寿（平屋）耐火　老人単身 三笠町 H１４,H１５ 6

寿（平屋）耐火　老人夫婦 三笠町 H１４,H１５ 2

寿（平屋）耐火　老人単身 三笠町 H１６ 1

寿（平屋）耐火　老人夫婦 三笠町 H１６ 1

新港（平屋）木造　一般単身 栄町 H１７ 1

新港（平屋）木造 栄町 H１７ 3

桧垣（平屋）簡準 桧垣町 S４９～S５３ 48

桧垣（２階）耐火 桧垣町 H１４～H１６ 24

中央（平屋）簡準 中央 S５９ 4

中央（平屋）木造 中央 H６ 2

光南（平屋）簡準 南町 S５３～S５５ 24

光南（平屋）木造　身障向 南町 H２ 2

光南（平屋）木造 南町 H１～H５ 14

光南（２階）耐火 南町 H１５ 8

光南（２階）耐火　老人 南町 H１５ 8

本幌別（平屋）簡準 本幌別 S５４ 4

弥生（平屋）簡準 桧垣町 S５５ 4

弥生（平屋）木造 桧垣町 S５８ 4

新生（平屋）木造 東町 S５７,S５８ 8

あけぼの（平屋）木造 志美宇丹 S５９ 4

若葉（平屋）木造 南町 S６０～S６３ 26

新栄（２階）耐火 東町 H８ 8

新栄（３階）耐火 東町 H９～H１１ 34

白樺（平屋）耐火 西町 H３ 1

白樺（平屋）耐火　老人 西町 H３ 15

山臼緑地広場トイレ 山臼 H１４ 1

山臼漁港公衆便所 山臼 S５５ 1

北緯４５度記念広場公衆便所 問牧 S６３ 1

北幸公園便所 北幸町 H１ 1

オホーツクグリーンパーク便所 三笠町 H２ 1

都市緑地公園トイレ 新港町 H３ 1

神威岬公園トイレ 目梨泊 H３ 1

音標広場トイレ 音標 H６ 1

千畳岩トイレ 岬町 H５ 1

枝幸墓園トイレ 新港町 H８ 1

北幸公園トイレ 北幸町 H８ 1

北幸公園トイレ２ 北幸町 H１０ 1

枝幸港緑地トイレ 幸町 H４ 1

枝幸港緑地トイレ２ 新港町 H１０ 1

岡島緑地トイレ 岡島 H１１ 1

枝幸港緑地トイレ３ 新港町 H１４ 1

森と木の里公衆便所 辺毛内 H７ 1

山村広場公衆トイレ・物置 南町 S６１ 1

ふれあいの里公衆トイレ 南町 S６３ 1

健康回復村公衆トイレ 辺毛内 S６３ 1

ふれあい公園イベント広場公衆トイレ 南町 H５ 1

中央公園トイレ 中央 H９ 1

香りの里公衆便所 辺毛内 H３ 1

桧垣公園公衆便所 桧垣町 H６ 1

ペンケナイ川河畔公園公衆便所 辺毛内 H１１ 1

町民公園公衆トイレ 西町 S５６ 1

注）施設分類にあたっては、プラン作成時点までに把握可能な範囲で行革分権室で任意に振り分けたものです。

公営住宅

公衆トイレ



■行財政改革推進委員会の活動状況

職　　名 氏　　　　　　　名
委員長 高　木　　　功

〃職務代理者 工　藤　克　己
委　員 石　岡　智　之
委　員 梅　津　倫　子
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《委員名簿》

平成１８年

　９月　８日　　第１回行財政改革推進委員会　　　　　　　

－４０－

■資　料　編

（順不同、敬称略）

（内容）委員長・副委員長の互選、枝幸町集中改革プランの諮問、枝
幸町行財政改革の取組方針、集中改革プラン策定スケジュール等

１０月１０日　　第２回行財政改革推進委員会　　　　　　　

（内容）事務事業の見直し、組織機構の見直し、集中改革プラン主要
検討課題等

１１月１６日　　第３回行財政改革推進委員会　　　　　　　

（内容）今後の財政状況、町有施設の維持管理、委託業務、職員支給手当、
事務事業の見直し、公社・病院等

１２月　７日　　第４回行財政改革推進委員会　　　　　　　

（内容）枝幸町集中改革プラン（検討案）等

１２月２１日　　第５回行財政改革推進委員会　　　　　　　

１２月２１日　　枝幸町集中改革プランにかかる委員会答申

（内容）枝幸町集中改革プラン・答申書等



■行財政改革推進本部・専門チームの活動状況

《推進本部の状況》

《専門チームの状況》

－４１－

■資　料　編

■本部の構成
　本部長～町長・副本部長～助役、教育長、区長・本部員～各課長等２７名　
■会議の開催状況
　・　６月１２日　　第１回推進本部会議
　　　　　　　　　　（内容）行財政改革の取組方針、専門チームの結成、集中改革
　　　　　　　　　　　　　プラン策定スケジュール等
　・　９月１２日　　第２回推進本部会議
　　　　　　　　　　（内容）専門チーム検討結果（職員の綱紀徹底、経常経費削減等）
　・１０月　５日　　第３回推進本部会議
　　　　　　　　　　（内容）専門チーム検討結果（職員旅費等、組織機構の見直し、
　　　　　　　　　　　　　集中改革プラン主要検討課題等）
　・１１月　７日　　第４回推進本部会議
　　　　　　　　　　（内容）専門チーム検討結果（町有施設の維持管理見直し、町
　　　　　　　　　　　　　民及び来庁者に対する接遇、今後の財政状況等）
　・１２月　５日　　第５回推進本部会議
　　　　　　　　　　（内容）集中改革プラン（検討案）等

■専門チームの構成　　
　各課代表１名の職員により２９名で構成　
■会議の開催状況
　・　７月　４日　　第１回専門チーム会議
　　　　　　　　　　（内容）行財政改革の取組方針、集中改革プラン策定スケジュー
　　　　　　　　　　　　　ル、専門チームの具体的作業内容等
　・　８月　３日　　第２回専門チーム会議
　　　　　　　　　　（内容）事務事業チェックシートの作成作業、具体的な改革項
　　　　　　　　　　　　　目の提案・検討、経常経費削減（追録図書の精査）等
・　８月３１日　　第３回専門チーム会議
　　　　　　　　　　（内容）事務事業の見直し、合併による経費削減等の効果調べ、
　　　　　　　　　　　　　具体的な改革項目についての提案・検討等
　・　９月２８日　　第４回専門チーム会議
　　　　　　　　　　（内容）事務事業の見直し、職員旅費、組織機構の見直し（フ
　　　　　　　　　　　　　レックスタイム・ワンストップサービス等）
　・１０月２３日　　第５回専門チーム会議
　　　　　　　　　　（内容）事務事業の見直し、今後の財政状況、事務事業の見直
　　　　　　　　　　　　　し、町有施設維持管理の見直し、町民及び来庁者に対
　　　　　　　　　　　　　する接遇等
　・１２月　１日　　第６回専門チーム会議
　　　　　　　　　　（内容）事務事業の見直し、集中改革プラン（検討案）等



枝幸町集中改革プラン
　　　平成１８年１２月 ２１日
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